
再評価結果（平成２６年度事業継続箇所）
担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：茅野 牧夫

事業名 一般国道３３６号 襟広防災 事業 一般国道 事業 国土交通省
えりひろ

区分 主体 北海道開発局

起終点 自：北海道幌 泉郡えりも町字庶野 延長
ほつかいどうほろいずみ し よ や

至：北海道広尾郡広尾町字ツチウシ １８．７㎞
ほつかいどうひ ろ お ひ ろ お

事業概要

一般国道３３６号は、浦河町を起点とし、釧路市に至る延長約１５０ｋｍの幹線道路である。
このうち襟広防災は、落石、土砂崩落、波浪、雪崩等を要因とする通行規制区間、特殊通行規制区間、

危険箇所の解消を図り、道路の安全な通行の確保を目的とした、えりも町字庶野から広尾町ツチウシに
至る延長１８．７ｋｍの事業である。

Ｈ２年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ３年度用地着手 Ｈ２年度工事着手
（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約８０２億円 事業進捗率 ８９％ 供用済延長 １３．７km

地域の防災面の課題

・平成１５年度には、十勝沖地震及び宇遠別第１覆道の斜面崩落により、えりも町目黒地区
（人口：１８６人）が約９６０時間に渡り孤立。
・当該区間の防災面の課題は、えりも町及び広尾町の日常生活や経済活動を営む上で重大な障害及び不
安要素となっており、えりも町及び広尾町からも改善の要望が出されているなど地域の喫緊の課題と
なっている。

・防災上の対策必要箇所が３４箇所（落石・崩壊：１６箇所、岩盤崩壊：１６箇所、土石流：２箇所）、
異常気象時の通行規制区間が２区間（連続雨量８０ｍｍ・１２０ｍｍ）、特殊通行規制区間が１区間

（落石・波浪・雪崩）存在し、早急な対策が必要。
（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））
・「タニイソ工区」のタニイソトンネル及びトンネル前後の区間には、高さ３０ｍ～１００ｍ程度の
急崖斜面が連続しており、岩盤は風化の受けやすい岩質となっているため、早急な対策が必要。

（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

課題を踏まえた対策・事業内容

・防災上の対策必要箇所に対して、外力が大きく現道での対策が大規模となり困難であるため、災害要
因の解消、現道交通への影響、事業期間及び経済性を防災上の視点からから技術的に比較考慮した結
果、落石・崩壊、岩盤崩壊、土石流の危険区間を回避する別線トンネルの整備が妥当。

（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））
・別線トンネル及び現道を対策することにより課題箇所を回避及び解消。

事業の効果等 費用 (残事業)/(事業全体)

①走行時間の短縮等（１０億円（残事業＝１．８億円）） ５１／９７４億円

②災害による被害の回避等（１５７億円（残事業＝５６億円）） 事 業 費： 51/ 976億円
・岩盤崩壊等による通行止め時の迂回の解消 維持管理費： -0.21/-2.0億円
・救急搬送の効率化及び遅延の回避
・余裕時間の短縮

③地域住民の不安感の解消
（１,１３４億円（残事業＝１，１３４億円））
・走行時の安心の確保・不安の解消

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等：
本別町など、１市１６町２村の首長等で構成される｢北海道十勝圏活性化推進期成会｣等より

早期整備の要望を受けている。

知事の意見：
落石、土砂崩落、波浪、雪崩等を要因とする通行規制区間、特殊通行規制区間、危険箇所の解消を図

り、道路の安全な通行の確保等が図られ、道民生活の向上や経済・社会活動の活性化に寄与することか
ら、当該事業の継続について異議はない。

なお、事業の実施にあたっては、環境への影響を最小限にとどめること。また、徹底したコスト縮減
を図るとともに、これまで以上に効率的・効果的に執行し、早期供用を図ること。



事業評価監視委員会の意見

当委員会に提出された再評価原案準備書の対応方針については、北海道開発局案を妥当と判断する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・帯広・広尾自動車道が帯広ＪＣＴ～更別ＩＣまで開通
・北海道横断自動車道が千歳恵庭ＪＣＴ～浦幌ＩＣまで開通
・市町村合併により、｢幕別町｣が誕生
・事前通行規制区間が連続雨量８０mmから１２０mmに緩和
・十勝港 配合飼料コンビナートが本格稼働
・シーニックバイウェイ北海道｢トカプチ雄大空間｣、｢南十勝夢街道｣指定

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成２年度に工事着手して、用地進捗率９９％、事業進捗率８９％となっている。
残事業の内容（新宝浜トンネル ２，４６０ｍ等）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

平成２７年度 広尾郡広尾町字ビタタヌンケ～広尾郡広尾町字タンネソ Ｌ＝３．０ｋｍ（２／２）
広尾郡広尾町字音調津～広尾郡広尾町字オナオベツ Ｌ＝２．０ｋｍ（２／２）開通予定。

施設の構造や工法の変更等

・トンネル掘削工の見直し、環境対策工の見直し及び法面掘削工の見直しにより事業費が増加している。
・トンネル内における通信管理の見直し等により、コスト縮減を行っている。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

事業の必要性・重要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算
出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。

防災点検要対策箇所 
 落石崩壊  １６箇所 
 岩盤崩壊  １６箇所 
 土石流          ２箇所 
特殊通行規制区間（落石､波浪､雪崩） 
    ８．２ｋｍ 
通行規制区間（落石､土砂崩落､波浪､雪崩） 
   １８．１ｋｍ 


